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第４章 報告書 

４－１ (2) インセプションレポート作成、 (3) インセプションレポートの説明・協議 

既存資料及び収集資料に基づき、業務実施に関する基本方針、作業方法（技術移転の手法も含む）、

作業項目と内容、実施体制並びに日程等を予備的に検討し、インセプションレポートとして取り纏め

た。 
本レポートは JICA の承認を得た後、「カ」国公共事業運輸省に対し、2013 年 9 月 25 日に開催され

た第１回合同調整委員会で提示し、調査内容、調査方針等についての説明と協議を行った。 
その協議内容は、議事録にまとめ合意を得た後、2013 年 11 月 20 日に JICA へ提出した。 

 
４－２ (8) プログレスレポート作成・説明・協議 

2013 年 10 月に実施した測地測量・水準測量及び 2014 年 2 月末から開始した第 1 次水路測量の実

施状況、実施結果及び第 1 回電子海図研修状況等の評価結果をプログレスレポートとして取り纏めた。 
本レポートは JICA の承認を得た後、2014 年 5 月 22 日に開催された第２回合同調整委員会で提示

し、データ内容、調査状況等並びに第 2 次水路測量の調査方針等について説明し、今後の調査内容に

関する協議を行った。 
その協議内容は、議事録にまとめ合意を得た後、第 1 次水路測量の作業終了時（2014 年 7 月 23 日）

に JICA へ提出した。 
 
４－３ (8) インテリム レポート作成・説明・協議 

第 1 次水路測量から第 2 次水路測量までの第２回電子海図研修（2014 年 8 月）を含めた業務の実

施状況、実施結果の評価、今後の業務の進め方についてインテリムレポートとして取り纏めた。 
本レポートは JICA の承認を得て、2015 年 4 月 22 日に開催された第 3 回合同調整委員会で提示し、

調査内容と調査状況並びに、電子海図作成に係る方針〔SHV 港周辺海域の航海目的 5（入港），2015
年 8 月末までに作成〕を説明して、今後の調査内容に係る協議を行った。 
この場で、「カ」国よりプロジェクトを 1 年間延長して、SHV 港周辺海域の航海目的 3（沿岸航海）

を新たに作成する事の要請が成された。 
その協議内容は、議事録にまとめ合意を得た後、第２次水路測量の作業終了時（2015 年 5 月 21 日）

に JICA へ提出した。 
 
４－４ (8) インテリム 2 レポート作成・説明・協議 

当初プロジェクト（現地作業期間：2013 年 9 月～2015 年末）迄の業務の実施状況と実施結果の評

価及び延長プロジェクト（※）の実施方針をインテリムレポート２として取り纏めた。 
本レポートは JICA の承認を得て、2016 年 3 月 11 日に開催された第 4 回合同調整委員会で提示し、

当初プロジェクトの結果と、延長プロジェクトの実施方針及び実施内容を説明し、今後の調査内容に

係る協議を行った。 
その協議内容は、議事録にまとめ合意を得た後、延長水路測量の作業終了時（2016 年 5 月 18 日）

に JICA へ提出した。 
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※延長プロジェクト： 2015 年 11 月 10 日の RD 改定のための MPWT 大臣とカンボジア JICA 事務

所所長による M/M 署名により承認された、SHV 港周辺海域の航海目的 3 の

電子海図を 2016 年 8 月末までに作成する業務。 
 
４－５ (9) ドラフトファイナルレポート作成・説明・協議 

プロジェクト全体（当初プロジェクト＋延長プロジェクト）の業務の実施状況と結果（成果）及び

評価をドラフトファイナルレポートとして取り纏め、JICA の承認を得た。 
それを 2016 年 12 月８日に開催した第 5 回合同調整委員会で提示し、当初プロジェクトと延長プロ

ジェクトの結果及び今後の提言、並びに「電子海図啓蒙セミナー」に係る説明と協議を行った。 
その協議内容は、議事録にまとめ合意を得た後、JICA へ提出した。 

 
４－６ (10) ファイナルレポート作成 

第 5 回合同調整委員会で協議した結果に基づきドラフトファイナルレポートの修正及び「電子海図

啓蒙セミナー」の開催状況と結果、並びに本プロジェクトで使用した機材の供与に関する記事を追加

してファイナルレポートを取り纏めた。 
また、ファイナルレポートの他に成果品として、電子海図ＣＤや図面類について 1 部を提出した。 
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第５章 その他の実施業務 

５－１ 機材調達（JICA 実施） 

本プロジェクトで使用した機材は、JICA 本部一般入札により購入された他、一部専門的な機材は

契約コンサルタントによる入札で導入された。主な調達機材は、第 2章で紹介した本プロジェクトを

推進する上で不可欠な DHSDAS（SONIC2020MBES 等）及び DHSDPS（HYPAK＆SWEEP 等）並びに電子海図

を作成するハードとソフトウェアである。この中で海洋において使用する機材は、現地で稼働して不

備があってからでは修理／交換に多大な日数を要するため、カンボジアに発送する前に本邦（千葉県

保田港）で契約コンサルタント立ち会いの上、機能／性能検査を 2013 年 12 月 16 日に実施した。な

お、プロジェクト終了時に調達機材（JICA 実施）は「カ」国へ供与された。 

表５－１ JICA 本部調達機材リスト 

資産･ 

物品番号 
物品名称 規格・品番 取得日 配置場所 備考 2 

13-3-002206 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ｼﾝｸﾞﾙﾋﾞｰﾑ測深ｼｽﾃﾑ PDR-1300 2014/1/20 MPWT/WD 浅海部測深用 

13-3-002207 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾏﾙﾁﾋﾞｰﾑ測深ｼｽﾃﾑ SONIC2020 2014/1/20 MPWT/WD 
 

13-3-002208 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，測位・方位測定部 SPS361 2014/1/20 MPWT/WD 付属品の予備を含む 

13-3-002209 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，表面音速度計 Micro・X SV 2014/1/20 MPWT/WD 
 

13-3-002210 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ADCP ｼｽﾃﾑﾄﾗﾝｽﾃﾞｭｰｻｰ部 ADP 500khz, SPS351 2014/1/20 MPWT/WD 
 

13-3-002211 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，姿勢・動揺計 DMS-10 2014/1/20 MPWT/WD 付属品の予備を含む 

13-3-002212 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，音速度計 Minos・X SV・P 2014/1/20 MPWT/WD 付属品の予備を含む 

13-3-002213 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，統合型水路測量用ｿﾌﾄｳｪｱ HYPACK MAX & HYSWEEP 2014/1/20 MPWT/WD 付属品の予備を含む 

13-3-002214 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，統合型水路測量用ｿﾌﾄｳｪｱ HYPACK MAX & HYSWEEP 2014/1/20 MPWT/WD 付属品の予備を含む 

13-3-002215 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ ThinkPad T430 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ収録用 

13-3-002216 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ ThinkPad T430 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ収録用 

13-3-002217 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ ThinkPad T430 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ収録用 

13-3-002218 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ ThinkPad M72E 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ解析用 

13-3-002219 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ ThinkPad M72E 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ解析用 

13-3-002220 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ用ﾓﾆﾀｰ LENOVO LS2223 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ解析用 

13-3-002221 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ用ﾓﾆﾀｰ LENOVO LS2223 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ解析用 

13-3-002222 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ用ﾓﾆﾀｰ LENOVO LS2223 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ解析用 

13-3-002223 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ用ﾓﾆﾀｰ LENOVO LS2223 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ解析用 

13-3-002224 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾓﾆﾀｰ LENOVO LS2223 2014/1/20 MPWT/WD 測量船誘導用 

13-3-002225 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，ﾓﾆﾀｰ LENOVO LS2223 2014/1/20 MPWT/WD 測量船誘導用 

13-3-002226 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，外付記録装置(HDD) HD-PCT1TU3 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ用 

13-3-002227 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，外付記録装置(HDD) HD-PCT1TU3 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ用 

13-3-002228 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，USB・ｼﾘｱﾙﾎﾟｰﾄ交換装置 Edgeport/8 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ交換用 

13-3-002229 ｽﾜｽ測深ｼｽﾃﾑ，USB・ｼﾘｱﾙﾎﾟｰﾄ交換装置 Edgeport/8 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ交換用 

13-3-002230 電源・信号集束装置 J-BOX-1G(200) 2014/1/20 MPWT/WD ﾃﾞｰﾀ同期用 

13-3-002231 CAD ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞｿﾌﾄ AUTOCAD MAP 3D 2014 2014/1/20 MPWT/WD 地形ﾃﾞｰﾀ作成編集用 

13-3-002232 CAD ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞｿﾌﾄ ArcGIS for DesktopBasic 2014/1/20 MPWT/WD 地形ﾃﾞｰﾀ変換･編集用 

13-3-002233 CAD ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞｿﾌﾄ ArcGIS for DesktopBasic 2014/1/20 MPWT/WD 地形ﾃﾞｰﾀ変換･編集用 

13-3-002234 A0 ﾌﾟﾛｯﾀｰ Designjet T920 2014/1/20 MPWT/WD 図面印刷用 

13-3-002237 CAD ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞｿﾌﾄ AUTOCAD MAP 3D 2014 2014/1/20 MPWT/WD 地形ﾃﾞｰﾀ作成編集用 
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５－２ 機材調達（調査団実施） 

調査団が調達した機材のリストを表５－２に示す。 
2016 年 12 月現在、全て順調に稼働している。その他、発電機、バッテリー、測量船用エアコン等

が消耗品として現地調達された。なお、プロジェクト終了時に調達機材（調査団実施）は「カ」

国へ供与された。 

 
表５－２ 調査団調達機材リスト 

資産・ 

物品番号 
物品名称 規格・品番 取得日 配置場所 備考 2 

13-3-002235 験潮器 5225WLB-2 2013/9/11 
PAS 

SHV 港 

本邦購入 2013/10/9 PNH 導入 

設置型験潮器 

13-3-002236 験潮器 RT710-W 2013/8/23 MPWT/WD 
本邦購入 2013/10/9 PNH 導入 

簡易型験潮器 

13-3-002238 非常電源装置(UPS)安定化電源 GXT-2000MTPLUS230 2014/1/23 MPWT/WD 
現地購入 

測深用･ﾃﾞｰﾀ処理用 

13-3-002239 非常電源装置(UPS)安定化電源 GXT-2000MTPLUS230 2014/1/23 MPWT/WD 
現地購入 

測深用･ﾃﾞｰﾀ処理用 

14-3-002739 ENC 編集用ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ DELL PRECISION T1700 2014/5/16 MPWT/WD 
現地購入 

ENC 編集用 

14-3-002740 非常電源装置(UPS)安定化電源 GXT-2000MTPLUS230 2014/5/16 MPWT/WD 
現地購入 

測深用･ﾃﾞｰﾀ処理用 

14-3-002741 
ENC 編集用 ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ 

ｻｰﾊﾞｰ(NAS) 
DELL OPTIPLEX 9020 2015/2/11 MPWT/WD 

現地購入 

ｻｰﾊﾞｰ(NAS)用 

14-3-002742 ENC 編集用 PC NAS ｼｽﾃﾑ D-Link ShareCenter 2014/6/9 MPWT/WD 
現地購入 

編集ﾃﾞｰﾀ収録用 

15-3-002128 験潮器 RT710-W 2016/2/23 MPWT/WD 
本邦購入 

簡易型験潮器 

15-3-002129 ENC ｿﾌﾄｳｪｱ SevenCs,FME 2016/2/23 MPWT/WD 
本邦購入 

ENC 編集用ｿﾌﾄｳｴｱ 

15-3-002130 無人小型航空機 PHANTOM3 2016/3/10 MPWT/WD 
現地購入 

岩礁等の撮影用 
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５－３ プロジェクトサイト視察・訪問等 

（1）JICA カンボジア事務所所長現地視察 

写真５－１ JICA カンボジア事務所所長一行の現地視察の状況 

 
2014 年 4 月 8 日、JICA カンボジア事務所所長の井崎氏及び横井所員が現地プロジェクトサイト

の SHV に来訪され、測量船として使用している PAS の警備艇及び現地資料整理室として使用して

いる船員会館の一室を訪問された。測量船へは 20 分ほど乗船されて、C/P が操作する水路測量デ

ータ収録装置の稼働状況や調査の様子を視察された。また C/P を激励するとともに調査団員の健康

に気を配られた。全体の視察時間は 1 時間程であった。 
 

（2）在カンボジア王国日本大使館公使視察・訪問 

写真５－２ 在カンボジア王国日本大使館の公使一行の現地視察の状況 

 
2014 年 12 月 10 日、在カンボジア王国日本大使館公使の樋口氏及び飯塚書記官が現地プロジェ

クトサイトの SHV に来訪され、測量船として使用している PAS の警備艇及び現地資料整理室とし

て使用している船員会館の一室を訪問された。測量船へは 20 分ほど乗船されて、PAS 港を海側か

ら視察するとともに、船内で C/P が操作する水路測量データ収録装置の稼働状況や調査の様子を視

察された。資料整理室を訪問した折には C/P を激励するとともに調査団員の健康に気を配られた。

全体の視察時間は 1 時間程であった。公使は、海や船の操船に興味を持っておられた。 
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（3）JICA カンボジア事務所次長現地視察 

写真５－３ JICA カンボジア事務所次長一行の現地視察の状況 

2014 年 12 月 11 日、JICA カンボジア事務所次長の伊藤氏及び渡邉所員が現地プロジェクトサイ

トの SHV に来訪され、測量船として使用している PAS の警備艇及び現地資料整理室として使用し

て船員会館の一室を訪問された。測量船には 20 分ほど乗られて、C/P が操作する水路測量データ

収録装置の稼働状況や調査の様子を視察された。また C/P を激励するとともに調査団員の健康に気

を配られた。全体の視察時間は 1 時間程であった。 
 

（4）海上自衛艦隊護衛艦 「しらゆき」訪問  
海上自衛艦隊の護衛艦（3 隻）が、2014 年 2 月中旬に SHV 港に寄港した。どのような海図もし

くは電子海図表示装置（ECDIS）を使用しているか、また、入港航路状況について情報を得るため、

2 月 17 日に護衛艦「しらゆき」を訪問した。当直士官に訪問目的を伝えたところ、同船の航海長

と船橋で話が聞けることになり、訪問目的の調査と入港状況の様子を伺った。使用している海図は、

UKHO 版 2103 であった。同海図に記された航路標識の一部の位置に実測値（レーダー及びベアリ

ング位置）との差異が見られるとの話であった。「しらゆき」に正規の ECDIS は搭載されておらず

簡易海図表示器（ERC）のみであった。 
 
（5）水産大学校練習船「耕洋丸」訪問   

2014 年 11 月下旬から 12 月初旬にかけて、カンボジア領海域の水産漁獲量調査のため、水産大

学校練習船「耕洋丸」が SHV 港に出入港を繰り返していた。 
本プロジェクト調査団長他 1 名が、どのような海図もしくは電子海図表示装置（ECDIS）を使用

しているか、また、入港航路状況について情報を得るため、12 月 3 日に「耕洋丸」を訪問した。

訪問目的を伝えると下條船長と冨賀見航海長に応接室で対応していただいた。今回のカンボジア行

の内容を聞いてみたところ、水産目的の航海訓練（訓練生 50 名）を兼ねて漁獲量調査を行ってい

るとのことだった。会談の中でタイ湾のカンボジア領海の離島群の位置は最大 0.4 マイルほどズレ

があるとの指摘があった。船橋に行って当時の当直担当官も交えて、離島の位置ズレについて話を

聞いたところ、以下の TRANSAS 製 ECS 画面にレーダー画像を重畳させた画面で説明を受けた。 
カンボジア領海南端 （N 9°55’ 13” E120°54’ 39”：位置は二つの島の間）に存在する二

つの離島（KAOH POULO WAI）位置が「耕洋丸」の GPS 位置から計測したレーダー画面とズレて
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いるのが判る。この位置ズレは、画面の航跡位置からのベアリング測定位置（異なる位置からの方

位測定）でも確認されたとのことであった。 
 

写真５－４ 耕洋丸の訪問と TRANSAS 製 ECS 画面にレーダー画像を重畳させた画面 

 

（6）POULO WAI 島及び KAS TANG 島（海域防衛隊基地）訪問 
2016 年 3 月 23 日：POULO WAI 島と KAS TANG 島の海域防衛隊基地を訪問した。 
周辺海域で海図を改版するための水路測量（地上測量を含む）を行うため、調査団長と調整員

は PAS の水先案内人の案内で C/P とともに挨拶に伺った。 
 
（7）PAS 職員との意見交換（2015 年 12 月 19 日、場所；PAS 

SHV の PAS で開催した ENC ワークショップに先立ち、PAS の水先案内人 16 名に対し完成した

海図（電子海図）に関する説明会を実施した。説明会の目的は作成した ENC がエンドユーザーの

ニーズに合うかを確認するためであり、調査団はどのようにして ENC を作成したかを説明し、今

後の課題のために意見交換を行った。ここでの意見も延長プロジェクト推進の一助となった。また

更なる PAS との相互協力関係が深まった。また、PAS の水先案内人チームの要望に応えて、細か

な水深値が表示された水深図を作成して提供した。 
 

写真５－５ PAS の水先案内人チームと水路測量結果・海図についての説明と協議 
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（8）延長プロジェクト後の PAS 職員との意見交換（2016 年 12 月 15 日、場所；PAS) 

ENC セミナー後に、PAS 職員（港長・水先案内人チーム 15 名・PAS 情報管理部署１名）に対し、

完成した延長プロジェクトの紙海図及び電子海図に関する説明会を実施した。 
主な説明内容は、船舶航行に関する注意箇所の説明及び既存機材での具体的な活用方法（インス

トール・保守等）等である。また、今後の継続的な活用・保守のために、意見交換を行った。 
なお、Vessel Traffic Management System：VTMS 室の既存船舶交通管理システムは ENC に対応

していなかったため、別に準備頂いたパソコンへ ENC ビューワーをインストールする事で、ENC を

活用できるようにするとともに、ECDIS システムを搭載しているタグボート（KOH TAKIEV）に完成

した ENC ファイルをインストールし、タグボートの運航責任者に説明した。これにより、PAS では

今後の活用が大いに期待される。 

 

写真５－６  PAS の VTMS 室にて、完成した ENC データの活用 

 

写真５－７  PAS のタグボート KOH TAKIEV にて、完成した ENC データの活用 
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５－４ JCC（合同調整委員会）の開催 

第１回合同調整委員会 

開催日時 ： 2013 年 9 月 22 日 08:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省(MPWT) 2 階会議室 
議  長 ： JCC 共同議長 公共事業運輸省大臣 H.E. TRAM IV TEK 
   国際協力機構(JICA)カンボジア事務所所長 井崎 宏 氏 
出 席 者 ： 公共事業運輸省関係者及び国際協力機構及び調査団 

写真５－８ 第１回 JCC 会議 

委員会メンバーに、Inception Report を配布し、電子海図プロジェクトの調査方針、方法のプレゼン

を行い、協議の結果を M/M にまとめ、JCC 議長（MPWT 大臣）の承認を得た。 
 

第２回合同調整委員会 
開催日時 ： 2014 年 5 月 22 日 8:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省(MPWT) 2 階会議室 
議  長 ： JCC 共同議長 公共事業運輸省大臣 H.E. TRAM IV TEK 
   国際協力機構(JICA)カンボジア事務所所長 井崎 宏 氏 

出 席 者 ： 公共事業運輸省関係者及び国際協力機構及び調査団 

写真５－９ 第２回 JCC 会議 
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委員会メンバーに、基準点・水準測量を含む第一次水路測量、第二次水路測量及び第一回電子海図

研修等の経過をまとめた Progress Report を配布し、調査経過・結果等のプレゼンを行い、協議の結果

を M/M にまとめ、JCC 議長（MPWT 大臣）の承認を得た。 
 
第３回合同調整委員会 
開催日時 ： 2015 年 4 月 22 日 8:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省(MPWT) 2 階会議室 
議  長 ： JCC 共同議長 公共事業運輸省大臣 H.E. TRAM IV TEK
   国際協力機構(JICA)カンボジア事務所所長 安達 一 氏 
出 席 者 ： 公共事業運輸省関係者及び国際協力機構及び調査団 

写真５－10 第３回 JCC 会議 

委員会メンバーに、第一次水路測量及び第二次水路測量の成果や、大縮尺電子海図作成状況の経過

をまとめた Interim Report を配布し、調査経過・結果等のプレゼンを行い、協議の結果を M/M にまと

め、JCC 議長（MPWT 大臣）の承認を得た。 
 
第４回合同調整委員会 
開催日時 ： 2016 年 3 月 11 日 8:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省(MPWT) 2 階会議室 
議  長 ： JCC 共同議長 公共事業運輸省大臣 H.E. TRAM IV TEK
   国際協力機構(JICA)カンボジア事務所所長 安達 一 氏 
出 席 者 ： 公共事業運輸省関係者及び国際協力機構及び調査団 
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写真５－11 第４回 JCC 会議 

委員会メンバーに、第一次水路測量及び第二次水路測量の成果や、大縮尺電子海図完成品の紹介及

び第一回 ENC WORKSHOP の状況並びに、延長プロジェクトの調査方針・方法等をまとめた Interim 
Report2 を配布し、調査経過・結果等のプレゼンを行い、協議の結果を M/M にまとめ、JCC 議長（MPWT
大臣）の承認を得た。 
 
第５回合同調整委員会 
開催日時 ： 2016 年 12 月 8 日 14:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省(MPWT) 2 階大会議室 
議  長 ： JCC 共同議長 公共事業運輸省副大臣 H.E. TAUCH CHAN kOSAL 
   国際協力機構(JICA)カンボジア事務所所長 安達 一 氏 
出 席 者 ： 公共事業運輸省関係者及び国際協力機構及び調査団 

写真５－12 第５回 JCC 会議 

委員会メンバーに、これまでのプロジェクトについて取りまとめた Draft Final Report を配布し、

調査結果等の報告を行い、協議の結果を M/M にまとめ、JCC 議長（MPWT 大臣）の承認を得た。 
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５－５ タスクフォース会議 

第１回タスクフォース会議 
開催日時 ： 2013 年 10 月 8 日 8:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省(MPWT) 2 階会議室 
議  長 ： 公共事業運輸省次官 H.E LENG THUN YUTHEA 
出 席 者 ： タスクフォースメンバー及び調査団 

写真５－13 第１回タスクフォース会議 

 

第２回タスクフォース会議 
開催日時 ： 2014 年 1 月 13 日 8:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省(MPWT) 2 階会議室 
議  長 ： 公共事業運輸省次官 H.E LENG THUN YUTHEA 
出 席 者 ： タスクフォースメンバー及び調査団 

 

第３回タスクフォース会議 
開催日時 ： 2014 年 11 月 13 日 9:00 
開催場所 ： 公共事業運輸省水路部(MPWT/WD) 2 階会議室 
議  長 ： 公共事業運輸省水路部長 Mr. ROS SOPHORNNA 
出 席 者 ： タスクフォースメンバー及び調査団 
 

第４回タスクフォース会議 
開催日時 ： 2015 年 2 月 12 日 14:30 
開催場所 ： New Beach Hotel Sihanoukville 
議  長 ： 公共事業運輸省水路部長 Mr. ROS SOPHORNNA 
出 席 者 ： タスクフォースメンバー及び調査団 
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第５回タスクフォース会議 
開催日時 ： 2015 年 8 月 5 日 09:00 
開催場所 ： 公共事業運輸省水路部(MPWT/WD) 2 階会議室 
議  長 ： 公共事業運輸省水路部長 Mr. ROS SOPHORNNA 
出 席 者 ： タスクフォースメンバー及び調査団 
 

第６回タスクフォース会議 
開催日時 ： 2015 年 12 月 15 日 9:30 
開催場所 ： 公共事業運輸省水路部(MPWT/WD) 2 階会議室 
議  長 ： 公共事業運輸省水路部長 Mr. ROS SOPHORNNA 
出 席 者 ： タスクフォースメンバー及び調査団 

 

第７回タスクフォース会議 
開催日時 ： 2016 年 8 月 16 日 9:00 
開催場所 ： 公共事業運輸省水路部(MPWT/WD) 2 階会議室 
議  長 ： 公共事業運輸省次官 H.E LENG THUN YUTHEA 
出 席 者 ： タスクフォースメンバー及び調査団 

 

第 8 回タスクフォース会議 
 開催日時： 2016 年 12 月 5 日 9:30 
  開催場所：公共事業運輸省水路部(MPWT/WD) 2 階会議室 
議長：公共事業運輸省水路部長 Mr. ROS SOPHORNNA 

 出席者：タスクフォースメンバー及び調査団 
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５－６ 電子海図ワークショップ開催 

当初プロジェクトにおいて作成された電子海図を活用するために、「カ」国国内の海洋関係者に対

し、ENC ワークショップを開催した。 

●開催日： 2015 年 12 月 21 日、●場所：PAS コンフェレンスルーム 

●主な参加者：PAS の職員（水先案内人チーム）、貿易関連、海運関連機関等 

●内容： 

C/P 代表及び調査団から ENC の基礎知識について発表し、ENC の活用について質疑応答を

行った。なお、C/P の発表や質疑応答はカンボジア語によって行われた。 
 

写真５－14 ENC ワークショップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５－15 ENC ワークショップの参加者との記念撮影 
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５－７ 電子海図セミナー開催 

本プロジェクトにおいて作成された電子海図について、利活用の啓蒙及び国際的に「カ」国で電子

海図作成を実施する体制が構築された事を示し、今後国際水路委員会へ加盟するための足掛かりとな

るべく、IHO 関係者及び周辺国海事関係者等を招いて「電子海図セミナー」を開催した。なお、本セ

ミナーは、本プロジェクト C/P 機関である「カ」国 MPWT/WD 主催で実施した。 

■日時：2016 年 12 月 13 日 8：30 ～ 15：00
■場所：Sokha Beach Resort Hotel、Sokha Beach Conference Center、Function Room 1
■主な参加者：

  ・「カ」国政府機関及び民間団体 約 20 機関 

  ・IHO、UKHO、海上保安庁 

参加者総勢 75 名程度で、多岐にわたる分野の政府機関・民間の港管理者・貿易会社・省庁の関

係者が参加しており、関心の高さが伺えた。 

写真５ - 16  ENC セミナー 
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■内容： 

 1) オープニングセレモニー 

   ・JICA カンボジア事務所 安達 一 JICA カンボジア事務所所長 

   ・在カンボジア日本大使館 實取 直樹 一等書記官 

   ・MPWT 副大臣 H.E. TAUCH CHAN KOSAL 

写真５－17  JICA カンボジア事務所 安達 一 所長 挨拶 

写真５－18 在カンボジア日本大使館 實取 直樹 一等書記官 挨拶 

写真５－19  MPWT 副大臣 H.E. TAUCH CHAN KOSAL 挨拶 
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 2) 主催者プレゼンテーション 

   ・MPWT 事務次官 H.E LENG THUN YUTHEA 

写真５－20  MPWT 事務次官 H.E. LENG THUN YUTHEA 当プロジェクトの紹介 

 
 3) 招聘客プレゼンテーション 

   ・IHO 代表 Commander AZRUL NEZAM BIN ASRI（EAHC） 

   ・UKHO 代表 Mr. ROB WHEELER（UKHO） 
   ・海上保安庁海洋情報部航海情報化海図審査室 梶村 徹 室長 

写真５－21  IHO 代表の EAHC 委員 Commander AZRUL NEZAM BIN ASRI 発表 
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写真５－22  UKHO 代表 ENC 専門家 Mr. ROB WHEELER 発表 

 

写真５－23 海上保安庁海洋情報部代表 航海情報化海図審査室 梶村 徹 室長 発表 

 

 4) 調査団プレゼンテーション 

   ・調査団（朝日航洋株式会社） ワンキットウォーラクン キッティサック 

   ・MPWT/WD Mr.HUON RATH 

写真５－24 調査団の発表 
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 5) ENC の展示とデモ航海 

本セミナーにおいて、参加者は ENC に関する知見を得ると共に、ENC が国際的にも重要な取

り組みであると共に、「カ」国の国際貿易にとっても大きな役割を持っていることを少しでも理

解いただけたものと考える。また午後に行われた ENC デモ航海では、今回作成した ENC をバッ

クグランドとした船上での位置情報や、その他様々な ENC 情報が更新される様子を体感しつつ、

参加者それぞれの立場での ENC に関する意見交換や質疑が活発に行われており、ENC を啓蒙す

ることに大いに役立ったと考える。 
 

写真５－25 ENC セミナーの展示品・説明会 

 

写真５－26 ENC 利用促進のデモ航海 

 

写真５－27 ENC セミナーの参加者との記念撮影 
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第６章 成果品 

６－１ 調査報告書 

業務の各段階において提出した報告書を表６－１に示す。 
 

表６－１ 調査報告書の一覧 

No. レポート名 和文数量 英文数量 

1 インセプションレポート 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

提出時期 調査開始時 

2 プログレスレポート 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

提出時期 第 1 期現地調査終了時（調査開始時から約 12 ヵ月後） 

3 インテリムレポート 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

提出時期 第 2 期現地調査終了時（調査開始時から約 20 ヵ月後） 

4 インテリムレポート 2 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

提出時期 2016 年 3 月 

5 ドラフトファイナルレポート/メイン 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

サマリー 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

提出時期 2016 年 12 月 

6 ファイナルレポート/メイン 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

サマリー 5 部 15 部 内、先方政府へ 10 部 

提出時期 2017 年 3 月 

 
６－２ 成果品 

本プロジェクトの成果品を表６－２に示す。 
 

表６－２ 成果品の一覧 

No. 成果品名 数量 備考 

1 測量原図 1 部  

2 対象地域紙海図 1 部  

3 電子海図（CD） 1 部  
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第７章 今後の電子海図利活用及び提言等 

７－１ 電子海図の利活用について 

７－１－１ 電子海図及び更新の重要性 

「海上における人命の安全のための国際条約」（SOLAS 条約）では、全ての船舶に対し、予定

された航海に関する海図及び水路書誌を備え付けることを規定している。 
同条約では、従来の紙に印刷された海図及び水路書誌に加え、電子的手段で情報を表示させる電

子海図表示情報装置(ECDIS)を、この規定の搭載要件を満たすものとして認めており、この ECDIS 
に表示させて使用する海図データを電子海図（ENC）という。 
電子海図は、国際水路機関（IHO）によって定められたデジタル海図の標準フォーマット（S-57、

S-63）に準拠して、各国の政府機関、または政府公認の機関により刊行された電子海図データ（ベ

クトル海図）である。 
本プロジェクトで作成された電子海図の頒布については、現在「カ」国は国際的に運航する船舶

に提供するための仕組みを有しないため、頒布ネットワークを持つ英国水路部に刊行を委託する予

定である。 
なお電子海図は、航海安全の観点から最新の情報が記載されていなければならず、変更があった

場合は常に更新しなければならない。 
このため、MPWT/WD は、本プロジェクトで作成された電子海図を、今後も最新の情報に更新

していく責務がある。 
具体的には、現在工事中の SHV 港多目的岸壁増設に伴う海岸線（岸壁）の変化及び航路浚渫に

伴う水深変化を工事終了後に更新する事が必要となってくる。 
そのためには、適切な時期に PAS と協力して水路測量（海図補正測量）を実施し、更新情報（ER）

を作成しなければならない。 
また、電子海図刊行を委託予定の英国水路部に対し、更新情報を送付することも必要となる。 

 
７－１－２ 電子海図の利活用・広報 

本プロジェクトで作成した電子海図データは、まず SHV 港管理者である PAS での利用促進を行

い、船舶交通管理システムと併用した電子海図の利用を開始している。また PAS 所属のタグボー

ト 1 隻について、ECDIS システムへ電子海図をインストールし、利用可能であることを確認した。

今後は、PAS 職員により他の所属船へも順次インストールし利用される予定である。 
外航船の電子海図利用は、前述した通り英国水路部から刊行され販売が開始された時点で、SHV

港へ入港予定の船舶は搭載を進めていくと思われる。 
内航船（「カ」国国内の船舶）に対しては、今後電子海図の電子海図利用を促進するための広報

活動として、“ENC ワークショップ（2015 年 12 月開催）”および“ENC セミナー（2016 年 12 月）”

を開催した。これらには、電子海図を利用する可能性のある「カ」国政府機関や海事機関及び船会

社等を招待している。また、IHO,UKHO,及び日本の海上保安庁海洋情報部の代表者を招聘し、電

子海図に関する国際的な取り組みと重要性について発表頂くともに啓蒙した。 
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７－１－３ 電子海図利活用促進における提言 

海図（電子海図）は、作成後に船舶航海用として有効活用されることが望まれるが、「カ」国は

国際的な海図の刊行に必要とされる国際水路機構〔International Hydrographic Organization（IHO）〕

に未加盟である。そのためタスクフォースチームのリーダー他 2 名について、IHO 東アジア地域水

路委員会〔East Asia Hydrographic Commission (EAHC)〕の議長国であるフィリピン水路部及び海図

整備環境が整っているシンガポール水路部を訪問（2014 年 8 月）させ、海図（電子海図）を取り

巻く国際環境を肌で感じさせた。 
また、2015 年 8 月に EAHC 常設事務局である海上保安庁海洋情報部において、海図（電子海図）

の刊行・維持管理体制を築くための能力強化として 1 週間程度の管理者向け研修を実施した。同部

は、「カ」国を含めた東南アジア、東アジア地域（NAVAREA 第 XI 地域）における水路通報（海図

を最新に維持するために必要な情報）の提供に関する調整国である、また同部には、本プロジェク

トで作成した電子海図を英国水路部に刊行してもらうための調整役を担っていただく予定である。

電子海図の利活用を促進する上においては、同部と連携を保ち、助言等を得て、1 日も早い IHO へ

の加盟申請を提案したい。また、現在 EAHC のオブザーバーになっている MPWT が、EAHC の運

営委員の会議等に出席し、IHO 加盟の重要性を認識することが近道と思料する。 
 
７－２ 技術移転業務の課題・提言等 

７－２－１ 技術移転に関する課題 

C/P 機関である MPWT/WD は、「カ」国の水域の水路業務を担っている。1970 年代に旧 MPWT/WD
所属の 2 名が JICA 集団研修「水路測量コース」を修了しており、1970 年代には水路業務組織強化・

人材育成を模索していたと見受けられる。しかしながら、その後の国難の中で人材の喪失とともに

組織強化計画は頓挫している。1990 年代後半から、メコン流域の航行安全・航路保全等を鑑み、

EU の支援を受け現在の水路業務組織が形成された。しかしながら MPWT/WD の水域調査技術は、

30 年前の水路測量技術水準といっても過言ではない。 
本プロジェクトにおいては、SHV 港周辺の海図（電子海図）を作成する技術のみならず、測量

機材（供与機材）のメンテナンスの重要性を啓蒙した。また各自が技術研鑽を図りつつ、その技術

を海図の維持更新に役立てていくべく、水路測量技術の能力強化に重点を置いて技術移転を実施し

た。この方針の下、水路測量作業により MPWT/WD の水路測量技術能力向上を図り、かつ、各種

研修を実施して海図編集知識技術能力向上を図ってきた。その結果、実務レベルの技術者の水路測

量・海図編集の知識技術能力は、実践不足の感はあるがかなり向上している。 
しかし、MPWT/WD の水路業務体制（含む管理企画部門）強化に係る認識はまだまだ脆弱であ

る。 
 

以下に技術移転に関する現地状況を記す。 
(1) SHV の沖合海上は、南シナ海の時化（数 m の波浪）の影響で、ベトナム南岸を回り込んで

1m 程度のうねりが入ってくる。更に 2 月から 3 月の南西の風浪が重なることで測量船が揺れ

る事が多い。このような環境での船上作業下において、C/P は全員船酔いし満足な OJT に至

らなかった。ただしこの状況でも PAS の乗組員や調査団員が継続して測深作業を実施してい

たことを鑑み、海上作業に慣れなければ C/P による DHSDAS によるデータ取得技術収得は困

難と思われた。また、C/P がメコン河で使用している調査機器や技術は数十年前のものであ
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り、現代の調査機器とのギャップが大きかった。2014 年 12 月時点ではかなり対処するよう

になってきて、SB 測深には何とか対応できるようになった。しかし MB 測深は専門家による

指導の下、実務経験が必要であった。その後、延長プロジェクト時（2016 年 4 月）には、時

化ていても C/P のみで DHSDAS を運用できるまでになってきた。 
(2) C/P の中には、海上の測深作業を回避したがるものがいる。データの取得状況を知らずに真

のデータ整理はできない事を常に指導してきた。しかし、C/P のなかには机上で物事が済む

と勘違いしている者もおり、現場確認の重要性を軽視している可能性がある。また通常の勤

務体系（昼 2 時間休憩）が染みついているのか、午後は集中力がなくなる。海象条件によっ

て制約の出る海上作業は、何時でも実施できるような心構えが必要となっていくる。 
(3) 機材保守に関する C/P の意識が非常に低いため意識改革が必要であったが、指導の結果、自

分らの機器を長く使用するための取り扱い方が浸透してきており、改善しつつある。 
 
 現況等を踏まえ、今後の課題を下記にまとめる。 
（課題１）本プロジェクトにおいて、MPWT/WD は、電子海図を作成する能力を身に着けた。

しかし今後の更新業務において、民間による新たな港の開発等の詳細な情報を収集する

手段において法的整備や体制の強化がなされていない。海図内容の改変に伴う工事や事

象（航路変更や航路ブイ等の標識変更等）情報が、確実に MPWT/WD へ報告され、速や

かに海図が更新される体制が望まれる。 
⇒ 法整備 

（課題２）本プロジェクトの技術移転によって、MPWT/WD 所属の C/P は、電子海図を作成す

る技術（水路測量から海図作製まで）及びその経験知においては、基礎レベルに到達し、

実務可能レベルに近づいている。今後は MPWT/WD で組織的に技術の経験知を高め、当

分は 8 人の C/P が水路業務から離れないような人事的配慮も必要である。 
⇒ 組織強化 

（課題３）本プロジェクトにより、国際港である SHV 港に至る航路の海図（電子海図）は整備

された。しかしながら内航船の航行安全や港湾開発・漁業等における海洋環境保全等の

観点から「カ」国内で需要が見込まれる国内用海図の整備にも手掛けていく予算の配慮

や自前の測量船の確保が必要である。また、航路標識の整備（既存灯台の修復および維

持管理）や、海図基準面監視のみならず高潮対策、海面変動監視等のための験潮所の増

設も必要となる。これについては MPWT/WD でも認識しており、第 5 回 JCC において

も今後の援助要望として発言があった。 
なお 2017 年 2 月に本プロジェクトで使用した全ての調査機材を MPWT/WD に供与し

たため、調査団は 2017 年 3 月以降の測量機材の保険について MPWT/WD と協議を行っ

た。これは、SHV 港の多目的岸壁の増設工事や航路の浚渫工事が 2017 年６月まで延長

された事に伴い、2016 年 12 月に計画していた電子海図を更新するための水路測量作業

も延期せざるを得なくなった。したがって、本プロジェクトが終了し保険の適用期間外

となった 2017 年 6 月以降にも、当該測量機材を使った水路測量作業が必要となった。そ

こで、MPWT/WD は、2017 年 3 月以降も引き続き、2018 年 2 月末日までの一年間につ

いて測量機材に保険を付保するよう、JICA に対し支援を強く要請した。というのも、

彼らとしては、にわかに保険のためにそれなりの予算を割り当てることは難しいためと
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懇願した。また、MPWT/WD は、2018 年 3 月以降はたとえ免責金額が高くなろうとも、

彼らの責任として測量機材に対し保険をかけるため、必要な予算をカンボジア政府に要

請することを明確にした。実際のところ、彼らは水路業務を地方の港湾にまで広げる考

えを持っており、そのためには、現在までの限定的保険適用区域ではなく、カンボジア

国の全ての水域で測量機材にたいして保険を適用させたいとの意思を持っていた。保険

会社からの情報では、適用区域を広げても保険金額に変更はないようである。ただ、保

険の免責金額については、ある程度高くなるとのことである。しかしながら、MPWT/WD
は水路業務の管理方針として、たとえ免責金額が上がったとしても、保険の適用範囲を

広げる方を選択したいとしている。MPWT/WD が直面しているこのような状況を考慮し、

JICA は彼らの要請を受け入れ、2017 年 3 月から 2018 年 2 月末日までの一年間について

測量機材に保険を付保することを了承した。従って、MPWT/WD は 2018 年 3 月以降の

保険の付保を、JICA から引き継ぐことになる。 
このように、海図を作成・更新していくための予算は、現地作業費や機材保守など多

岐にわたる。このための水路業務に関する今後の計画を明確にし、予算を確保する事が

重要と思慮される。 
⇒ 航行安全対策の予算確保 

 
７－２－２ 技術移転に関する提言 

本プロジェクトで実施した主な技術移転は下記のとおりである。 
・ C/P8 名に対し、SHV 港周辺水路測量においてデジタル水路測量データ収録・処理技術を OJT

で実施し、水路測量実務能力を強化してきた。 
・ C/P2 名は、電子海図作成のために、本邦研修及び第三国研修を行い、電子海図編集に係る基

礎知識を習得した。その後、C/P の技術の習熟度を見極めつつ、適宜、電子海図担当（専門

家）を派遣し、当初プロジェクトのデジタル測量原図ファイルを用いて SHV 港周辺の海図〔電

子海図：航海目的 5（入港）〕作成に係る技術移転を OJT で実施した。 
・ SHV 港周辺の海図（電子海図）作成の後、如何に更新・維持管理能力を強化できるかが刊行

への道筋を開くことになるため、電子海図刊行に係る組織・管理能力強化を狙った電子海図

管理研修を計画・実施した。 
・ 航海目的 3（沿岸航海）の中縮尺電子海図を作成する延長プロジェクトにおいては、電子海

図更新に係る技術移転も併せて実施した。 
 
しかし、MPWT/WD の水路業務に対する組織体制は、現時点では脆弱な状況である。今後、真

に自立して国際水準に値する水路業務を継続していく地力をつけるためには、組織体制の強化や経

験知の蓄積が不可欠なことを認識する必要がある。 
また技術者においては、水路測量データの取得状況を把握することなしに、適切なデータ処理を

することは困難である。C/P は高機能の機器（システム）を使用したがるが、高機能のシステムで

あればあるほど、一つの部品の故障でシステムがダウンすることを理解する必要がある。システム

の内容を理解しないと簡単な修理も人任せになってしまう。これを理解することが、将来的に継続

した技術の維持向上ができるかどうかのキーポイントとなる。しかしながら限られた期間で

DHSDAS や DHSDPS を十分に理解・吸収することは非常に困難である。C/P 間で相互理解を深め
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る議論を行い、それぞれが成熟していく事が重要である。 
 

７－３ カンボジア国電子海図作製における調査団長所感 

詳細計画策定調査報告書によると、本プロジェクトが JICA の開発調査型技術協力案件として検討

された 2012 年頃の「カ」国は、東南アジア諸国連合（Association of South-East Asian Nations：ASEAN）

の国々の中において、電子海図は勿論のこと海図の作成や刊行もしていない唯一の国であった。 
「カ」国では、1970～80 年代におけるポルポト時代の悲惨な国情から、海上の安全を司る海上保

安業務（警備救難・航路整備・水路業務）に係る組織体制が非常に脆弱になってしまった。特に、海

図作成等に係る水路業務（水路測量や海図編集）の人材育成に不可欠な経験値の蓄積が、極端に不足

していた。 
一方、JICA による社会・経済インフラ開発の基礎となる海図整備のような技術協力事業は、十数

年前より減少している状況である。こうのような状況で前述した背景を鑑み、JICA 事務所員や大使

館員及び JICA 専門家の協力により、海図作成のための水路測量や海図編集の技術移転を伴う人材育

成・組織強化に関する意義が理解され、JICA 本部で本プロジェクトの採択に至ったと認識している。 
この認識の下、本報告書で記載されているように、各種研修や OJT による技術移転を実施し、国

際的にも認められる大・中縮尺の海図（電子海図）を作成した。また、C/P 自身で本プロジェクトと

は別に練習を兼ねた地方港湾における水路測量を実施し、電子海図仕様のベクタ測量原図及び海図を

作成中である。かつ、電子海図の更新に係る手法も技術移転している。しかしながら、マルチビーム

測深機使用の DHSDAS による電子海図更新のための海図補正測量を実施する能力（MPWT/WD の組

織体制を含む）には、まだまだ不安が残る。特に、当初プロジェクトで実施した範囲である SHV 港

内及び航路域において、多目的岸壁増設工事やそれに伴う浚渫工事が現在実施されており、海図補正

測量が必要となる。この工事は、当初 2016 年末に完了とのことだったので、調査団も現地で支援し

て、海図更新データを取得する予定であった。しかしながら、第 5 回 JCC において PAS 代表から、

同浚渫工事は 2017 年 6 月迄掛るとの報告を受けたため、調査団は同浚渫工事終了後に MPWT/WD が

前述の海図補正測量を円滑にできるよう、C/P に要領等を再度説明している。更に、使用する調査機

材の運用・保守管理の重要性を“技術移転の課題・提言”等に述べたとおり啓蒙した。 
かように、今後 MPWT/WD が担う「航行安全を担保する海図作成・刊行等の水路業務分野」の技

術移転を実施し、他の ASEAN 諸国に追いつけるよう尽力してきた。しかしながら、MPWT/WD が国

際的な水路業務に関係する各国と協調していくにあたっては、“７－２－１項、技術移転の課題”（課

題１，２，３）に記述した“法整備”、“組織強化”、“航行安全対策の予算確保”など、課題も多い。 
我々民間コンサル調査団は、これらにすべてを対処するには限界がある。第 5 回 JCC において、

MPWT から JICA に永年験潮所設置、旧灯台の復旧や測量船の供与等の要望発言があったが、それに

応じるには、まだまだ MPWT 側の意識改革も必要で時間が掛かるものと思料する。当面は海上保安

庁等の専門家派遣等により、“法整備”、“組織強化”、“航行安全対策の予算確保”に係る MPWT
の“意識改革”を図り、JICA の理解を得ることが重要と思料する。 
いずれにせよ、“国際水準に値する水路業務を継続していく地力”をつけるための“組織体制強化”

や“経験値の蓄積”が不可欠なことを、「カ」国政府および MPWT/WD が認識する必要がある。 
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